
（平成２１年６月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 21 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 12 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 25 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 1408 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年９月から 59 年 11 月までの期間及び 60 年１月から同

年２月までの期間の国民年金保険料については、付加保険料を含めて納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年９月から 59 年 11 月まで 

             ② 昭和 60 年１月から同年２月まで 

    私の年金記録のうち、昭和 58 年９月から 59 年 11 月までの期間及び

60 年１月から同年２月までの期間については、国民年金の未加入期間と

され、保険料が還付されたと記録されているが、私は還付を受けた覚え

がないので未加入となっているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年９月から 59 年 11 月までの期間及び 60 年１月から

同年２月までの期間について、付加保険料を含む国民年金保険料を納付し

ていたが、社会保険庁の記録では、厚生年金保険等の加入により、申立期

間は被保険者でなかった期間とされ、納付した保険料が還付されている。 

   しかしながら、申立期間については、申立人は国内に居住し、厚生年金

保険の被保険者等となっていないため、国民年金の強制被保険者となる期

間であり、社会保険庁の記録を前提とした場合、事実と異なる資格喪失手

続により還付手続が行われている。 

   また、申立期間において、申立人は厚生年金保険に加入した事実は無い

と申立人及びその二男は証言しているので、同姓同名かつ同生年月日の他

人の記録が混在した可能性がある上に、還付記録の還付金受領人と申立人

の住所が異なっており、行政側の記録管理が適切に行われていなかった可

能性がうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1409 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 40 年４月から 43 年３月まで 

    昭和 36 年４月から 43 年３月までの期間について、Ａ県Ｂ市Ｃの実家

で、父が国民年金への加入手続をし、国民年金保険料を納付したはずで

あり、未納と記録されているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ県Ｂ市の国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の手帳記号番号

は、昭和 36 年３月 23 日に払い出されていることが確認できるが、申立人

に係る社会保険庁のオンライン記録及び特殊台帳は無く、行政側の記録管

理が適正に行われていなかったことがうかがわれる。 

   申立期間①については、同時期に同居し、申立期間において、申立人と

一緒に国民年金保険料を納付していたとする申立人の父母及び長姉の国民

年金保険料は、納付済みとなっていることから、申立人の家族の納付意識

は高かったことがうかがえるので、一緒に納付されていたと考えるのが自

然である。 

   一方、申立期間②については、申立人は、その時期についても、申立人

の父が国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は昭和 39

年 11 月に結婚後、Ｂ市からＤ区Ｅへ住所変更しているため、実家の住所地

では申立人の保険料を納付することができないことになる。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は保険料の納付等に関与して

いないため、保険料の納付状況等が不明である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。



千葉国民年金 事案 1410 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から同年６月まで 

    私は、国民年金加入当初より口座振替にて夫婦一緒に国民年金保険料

を納付しており、申立期間当時も口座振替の手続をしていた。残高不足

で振替不能の場合には、市から送付された納付書で金融機関にて納付し

たはずであり、未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であるとともに、申立期間前後の国民年金保

険料は納付済みであり、かつ、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年

金保険料をすべて納付していることから、申立人の国民年金制度への関心

及び保険料の納付意識が高かったことがうかがえる。 

また、国民年金手帳記号番号の払い出しが夫婦連番である上、申立人提

出の流動性預金元帳により、申立期間のうち昭和 61 年５月は夫婦二人分の

保険料が申立人の口座から振替えられていることから、申立人の主張どお

り、申立人及びその夫は基本的に夫婦一緒に申立人の口座から口座振替に

て保険料を納付し、残高不足で振替不能の場合には、Ａ市より送付された

納入通知書により納付していたものと考えられ、申立人の夫は申立期間の

保険料を納付していることから、申立人の申立期間の保険料についても同

様に納付していたと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1411 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から同年９月まで 

    昭和 36 年４月から同年９月までの国民年金保険料は、自宅に集金人が

来て、夫婦一緒に納付したはずであり、私の分のみ未納となっているの

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は６か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金

加入期間の国民年金保険料をすべて納付しているので、国民年金制度への

関心及び保険料の納付意識が高かったことがうかがえる。 

また、国民年金手帳記号番号の払い出しが夫婦連番である上、Ａ市の被

保険者名簿で確認できる申立期間直後の昭和 36年 10月から 46年３月まで

の国民年金保険料は夫婦同日に納付されていることから、申立人の主張ど

おり、申立人及びその妻は基本的に夫婦一緒に納付していたものと考えら

れ、申立人の妻は申立期間の保険料を納付しているので、申立人の申立期

間の保険料についても同様に納付していたと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1412 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年９月から 53年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年９月から 53 年３月まで 

昭和 52 年９月から 53 年３月までの保険料は、Ａ社を退職した 52 年９

月以降、妻がＢ市役所で加入手続をして保険料を納付したはずであり、

未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は７か月と短期間であり、申立期間直後の国民年金加入期間が

納付済みとなっている。 

   また、申立人の加入手続及び申立期間の国民年金保険料を納付したとす

る妻の納付記録は、申立人の厚生年金保険の資格喪失日及び国民年金の資

格取得日である昭和 52 年９月 21 日付けで被保険者資格の種別が任意から

強制に変更されていることから、申立てのとおり申立人の加入手続及び保

険料の納付を行ったことが推認される。 

さらに、申立人の妻は、昭和 41 年９月以降、種別変更を適正に行ってい

る上、申立人の申立期間を除き夫婦二人分の国民年金保険料をすべて納付

しており、国民年金制度への関心及び保険料の納付意識が高かったことが

うかがえることから、申立人の申立期間の保険料は納付があったとするの

が自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1413 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 37 年７月までの期間及び 37 年 10 月の国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 37 年７月まで 

             ② 昭和 37 年 10 月 

    申立期間①及び②当時、Ａ区役所が集金員を雇って国民年金保険料を

戸別に集金に来ていたので、私は、母に納付を依頼し母がその集金員に

保険料を納付していた。保険料を納付したのに未納となっていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間の昭和 38 年１月から平成

４年 10 月までの 320 か月分(厚生年金加入期間を除く。)の国民年金保険料

をすべて納付している上、厚生年金保険と国民年金の複数回の切替手続が

おおむね適切に行われているなど年金に対する意識及び納付意欲は高かっ

たものと認められる。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 36 年４月の制度発足時に払

い出されており、Ａ区役所の集金員が自宅へ３か月ごとに集金に来たので

現金で当時の保険料額を納付していたとの申立人の主張は具体的であり、

不自然さは見受けられない。 

   さらに、申立期間は 17 か月と比較的短期間である上、国民年金保険料を

納付していたとされる申立人の母親は、申立期間を含めてすべて納付して

いる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1414   

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 36年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

       

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 39 年３月まで 

夫は、Ａ区の女性職員の戸別訪問による加入勧奨により、昭和 36 年４

月に国民年金に加入した。申立期間当時の保険料は、区の職員が集金に

来てくれた。私と同様に保険料は間違いなく支払っており、未納とされ

ているのは納得できない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻の国民年金への加入経緯や国民年金保険料の納付についての

申立内容は具体的であり、不自然さはみられず、申立期間当時、申立人及

びその妻が居住していたＡ区において、国民年金手帳記号番号が連番で昭

和 36 年３月７日に払い出されているほか、同区では、区職員による保険料

の集金が昭和 36 年度当初から行われていたことが確認できることから、申

立内容の信ぴょう性は高いものと考えられる。 

また、申立人及びその妻には、Ｂ市に転居後の昭和 39 年 11 月 18 日に同

市から別の国民年金手帳記号番号が払い出されているが、その際、申立人

の昭和 36 年度から 38 年度までの印紙が貼付されてあった国民年金手帳が

回収され、新たな年金手帳が交付された経緯について申立人の納付記録の

訂正を求める妻が申述している内容も具体的であり、不自然さはみられな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案1415 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和51年７月から52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年７月から52年３月まで 

私は昭和51年７月に会社勤めを辞めた後、別の会社に勤めて厚生年金

保険に加入するまでの間、国民健康保険と同時に国民年金の加入手続を

行った。申立期間の保険料が未納となっているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、その払出簿により、昭和53年７月ご

ろに払い出されていることが確認でき、同時点で申立期間を過年度納付す

ることは可能であり、申立期間は９か月と短期である。 

   また、申立人は、申立期間直後の昭和52年４月から53年３月までの国民

年金保険料を54年５月に過年度納付しているほか、厚生年金保険に加入す

る前月の同年３月まで保険料を納付している上、当時一緒に生活し、62年

９月に結婚した申立人の妻は、申立期間及びその前後の期間を含め、20歳

になった44年12月から62年11月に第３号被保険者になるまでの長期間にわ

たる保険料を納付し続けていることから、申立人夫婦の納付意識は高かっ

たと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 



千葉国民年金 事案1416 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和51年４月から53年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年４月から53年３月まで 

私は、昭和51年３月に結婚し、同年４月から60歳に達するまで、夫婦

二人分の国民年金保険料を納付し続けてきたが、申立期間について妻が

納付済みとなっているのに対して、私が未納になっているのは納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚を契機に夫婦一緒に国民年金保険料を納め始めたと主張

しているところ、申立人は、申立期間直後から60歳になる前月の平成21年

１月までの長期間にわたって保険料を納付し、申立人の妻は、申立期間を

含み現在も継続して保険料を納付していることから、申立人夫婦の納付意

識は高かったと認められる。 

また、申立人は、夫婦一緒に保険料を納めていたと主張しているところ、

保険料納付年月日が確認できる昭和59年４月から平成17年３月までの間に

ついて、夫婦同一日に保険料を納付していることを確認済みであり、申立

人の主張には信憑性
しんぴょうせい

さらに、申立人が一緒に保険料を納めていたとする申立人の妻は、結婚

直後の昭和51年４月に国民年金に加入し、申立期間についても保険料を納

付済みであることから、申立人がその妻の保険料を納付しているにもかか

わらず、自分の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の保険

料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 803 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和 43 年６月１日に、資格喪失日に係る記録を 45 年２月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、43 年６月から 44 年 10 月ま

では６万円、同年 11 月から 45 年１月までは８万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年６月１日から 45 年２月１日まで 

私は、Ａ社に在職中の昭和 43 年６月に同社Ｂ支店に転勤し、支店長

として 45 年１月末まで勤務した。ところが、社会保険事務所で調べた

ところ、この期間に厚生年金保険に加入した記録が無いという。納得

がいかないので、調査の上、年金記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が発行する在職証明書及び当該事業所の回答から判断すると、申

立人が昭和 28 年４月１日（厚生年金保険の資格取得日は同年５月１日）

から 63 年 12 月 31 日まで同社に継続して勤務し（43 年６月１日に同社本

社から同社Ｂ支店に異動、45 年２月１日に同社Ｂ支店から同社本社に異

動）、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 43 年５月及び 45 年

２月の社会保険事務所の記録並びに当該事業所における定時決定の際の昇

給から判断すると、43 年６月から 44 年 10 月までは６万円、同年 11 月か

ら 45 年１月までは８万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間の被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないこと



                      

  

から、社会保険事務所の記録から申立人の記録が失われたことは考えられ

ず、また、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出さ

れた場合には、その後被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失

届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保

険事務所が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難

いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は

行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 43 年

６月から 45 年１月までの保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 804 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場

における資格取得日に係る記録を昭和 37 年４月 21 日に、同社Ｄ工場にお

ける資格喪失日に係る記録を 38 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかではないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年４月 21 日から同年７月４日まで 

② 昭和 38 年６月７日から同年９月１日まで 

私は、昭和 36 年１月８日から 39 年１月 20 日に退職するまで、Ａ社

に継続して勤務していたのに、社会保険事務所の厚生年金保険被保険者

期間が、同社Ｄ工場の 37 年４月 21 日資格喪失後の３か月間、及び 38

年６月７日資格喪失後の３か月間がそれぞれ未加入期間となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｂ社から提出のあった在籍証明書及び事業主照会の回答から判断すると、

申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 37 年４月 21 日に同社Ｄ工場から同

社Ｃ工場に異動、38 年９月 1 日に同社Ｄ工場から本社へ異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ工場の昭和 37 年７

月及び同社Ｄ工場の 38 年５月の社会保険事務所の記録から、１万 4,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び



                      

  

周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会

保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 805 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、平成３年１月に係る標準報酬月

額の記録を 41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年１月 17日から同年１月 26日まで 

    私は、Ａ社に新聞の求人広告を見て入社したが、当時の標準報酬月額が

41 万円から 11 万円に引き下げられているので、訂正前の 41 万円に戻して

もらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録によると、当初、申立人がＡ

社に勤務していた平成３年１月の標準報酬月額が 41 万円と記録されていたこ

とが確認できるところ、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった４年

３月 31 日より後の同年５月６日付けで、３年１月 17 日にさかのぼって、申

立期間の標準報酬月額を 11 万円に引き下げる処理がされているが、社会保険

事務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見当たらず、社会

保険事務所において事実に反する処理を行ったものと認められる。 

また、Ａ社において、被保険者期間を有するすべての者について、申立人

と同様に標準報酬月額が引き下げられていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間において標準報酬月額に係る有効

な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、41 万円に訂正すること

が必要である。 

    



                      

  

千葉厚生年金 事案 806 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額の記録を 22万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年７月１日から５年１月 31日まで 

平成３年７月から４年 12 月まで、私は約 20 万円の月給をもらい、厚生

年金保険料もそれに見合う金額が控除されていたが、標準報酬月額が８万

円となっているので、給与相当の標準報酬月額に訂正してほしい。 

私は、Ａ社の取締役でなく、標準報酬月額が引き下げられていたことも

知らなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録においては、当初、申立人の

申立期間の標準報酬月額は申立人が主張する 22 万円と記録されていたが、Ａ

社が適用事業所でなくなった平成５年１月 31 日より後の同年３月５日付けで、

３年７月から４年 12 月まで８万円に、標準報酬月額が遡及
そきゅう

して引き下げられ

ている。 

また、申立人は、当該事業所の取締役でなく、標準報酬月額を遡及
そきゅう

して引

き下げられていたことも承知していないと主張しており、事業主（代表取締

役）の供述も、これを否定するものではない。 

さらに、当該事業所管轄の社会保険事務所には、当該事業所に係る資料が

残されておらず、申立人が標準報酬月額を遡及
そきゅう

して引き下げる手続に関与し

ていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は認められない。 

これらを総合的に判断すると、かかる訂正処理を行う合理的な理由は無く、

申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められ

ず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当

初届け出たとおり、平成３年７月から４年 12 月までは 22 万円と訂正するこ

とが必要であると認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 807 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支局における資格取得日に

係る記録を昭和29年10月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を9,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年 10月２日から 30年７月１日まで 

私は、昭和 29 年４月にＡ社に入社してから、平成４年６月末に退社す

るまで、転勤はあったものの継続して勤務していた。 

社会保険庁の記録では、昭和 29 年 10 月２日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失し、30 年７月１日に再取得していることになっているが、申立期

間もＡ社に勤務しており、被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された申立人の職員カード、健康保険組合の加入記録及び

雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に継続して

勤務し（昭和 29 年 10 月２日に同社Ｃ支社から同社Ｄ支局（後に「Ｂ支局」

に名称変更）に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 30 年７月の社会保険事務

所の記録から 9,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、当該事業所は、「資料は無いが、当時、Ｄ支局とＢ支局の統廃合が

あったことから、支局で届出を失念していたのではないか。」と説明してい

る上、事業主から提出されたＡ社の職員及び役員名簿（昭和 30 年３月１日

付け）において、同社Ｄ支局（二重線で取り消され、手書きで｢Ｂ支局｣に訂

正されている。）に在籍する社員のうち、申立人と同様に 30 年７月１日に



                      

  

同社Ｂ支局で資格取得しているが、それ以前に同社で厚生年金保険に加入し

ていた期間との間に未加入期間がある者がほかに２名いることから、事業主

が 30 年７月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 808 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年４月１日から２年３月１日までの期

間及び５年３月 31 日から同年８月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ

社における資格取得日に係る記録を元年４月１日に、資格喪失日に係る記録

を５年８月１日に訂正し、元年４月から２年２月までの期間及び５年３月か

ら同年７月までの期間の標準報酬月額を 41万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 64年１月１日から平成２年３月１日まで 

             ② 平成５年３月 31日から同年 12月 31日まで 

     私は、Ａ社の社員として、昭和 64 年１月１日から平成５年 12 月 31 日ま

で継続して勤務し、給与から厚生年金保険料が引かれていたが、社会保険

庁の記録では、被保険者期間が２年３月１日から５年３月 31 日までとな

っている。申立期間の確定申告書及び源泉徴収票の写しを提出するので、

私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主の証言により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたこ

とが認められる。 

また、申立人が所持する平成元年及び５年の源泉徴収票及び確定申告書

（以下「源泉徴収票等」という。）から、社会保険料控除額の記載が確認

できる。 

 

２ 申立期間①については、平成元年の源泉徴収票等及び申立人の当該事業

所における被保険者期間に係る標準報酬月額の記録を考え合わせると、申

立人は、申立期間①のうち、元年４月１日から２年３月１日までの期間に



                      

  

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、平成元年４月から２年２月までの期間に係る標準報酬月額につい

ては、元年の源泉徴収票等から、41万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間①のうち、昭和 64 年１月１日から平成元年４月１日ま

での期間については、申立人の提出した元年の源泉徴収票等に記載された

社会保険料控除額を検証したところ、仮に申立人の主張どおり同年１月か

ら厚生年金保険料が控除されていたとすると、試算される当該期間の標準

報酬月額は著しく低くなることから、当該期間については、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

３ 申立期間②については、平成５年の源泉徴収票等及び申立人の当該事業

所における被保険者期間に係る標準報酬月額の記録を考え合わせると、申

立人は、申立期間②のうち、５年３月 31 日から同年８月１日までの期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、平成５年３月から同年７月までの期間に係る標準報酬月額につい

ては、５年の源泉徴収票等から、41万円とすることが妥当である。 

なお、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は、申立期間②の直前まで

は適用事業所となっているが、その後は申立期間②を含めて適用事業所と

しての記録が無い。しかしながら、同社は、法人の事業所であったことか

ら、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたもの

と判断される。 

一方、申立期間②のうち、平成５年８月１日から同年 12 月 31 日までの

期間については、申立人の提出した５年の源泉徴収票等に記載された社会

保険料控除額を検証したところ、仮に、申立人の主張どおり５年 12 月まで

厚生年金保険料が控除されていたとすると、試算される当該期間の標準報

酬月額は著しく低くなることから、当該期間については、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

４ 事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、事業主は行ったと主張しているが、平成元年４月１日から２年３月１

日までの期間については、社会保険事務所の記録における資格取得日が雇

用保険の記録における資格取得日と同日となっており、公共職業安定所及

び社会保険事務所の双方が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難い

ことから、事業主が２年３月１日を資格取得日として届け、また、５年３

月 31 日から同年８月１日までの期間については、事業主は、申立人の申立

期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行

っていなかったと認められることから、その結果、社会保険事務所は申立

人に係る平成元年４月１日から２年３月１日までの期間及び５年３月 31 日



                      

  

から同年８月１日までの期間に係る保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 809 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年１月１日から同年２月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年１月１

日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年８月 20日から 31年４月１日まで 

② 昭和 32年１月１日から同年２月１日まで 

私は、申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社又はＡ

社に勤務していた。Ｂ社及びＡ社は同系列の会社であり、事業所所在地も

同じであった。給与から厚生年金保険料が引かれていたはずであるから年

金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人は、Ｂ社又はＡ社へ勤務していたと主張

しているところ、元同僚は、「Ｂ社はＡ社から分岐して設立された系列会

社である。」と供述している上、両事業所とも所在地が同じであり、両事

業所間において人事異動があったことが社会保険事務所の保管する両事業

所の被保険者名簿から確認できる。 

また、複数の元同僚が「申立人がＢ社からＡ社へ異動した過程において、

勤務形態や仕事内容に変化は無かった。」と供述している。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②に、Ａ社に継続し

て勤務し、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、昭和32年２月の社会保険

事務所の記録から１万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに



                      

  

ついては、当該事業所は既に廃業し、当時の事業主も既に他界しているた

め、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間①については、複数の同僚の証言により、申立人は、Ａ社で厚

生年金保険の被保険者資格を取得した昭和31年４月１日以前から同社に勤

務していたことは推認できる。 

しかし、複数の元同僚が「３か月くらいの試用期間があった。」と供述

しており、Ａ社では、従業員を入社後すぐに厚生年金保険に加入させてい

なかった状況がうかがえる。 

また、申立人が昭和30年９月に撮影されたと説明している写真に写って

いる元同僚４名のうち、Ａ社の厚生年金保険新規適用時（29年７月１日）

に被保険者資格を取得した１名を除き、２名は31年３月３日に、１名は同

年４月１日にそれぞれ被保険者資格を取得日していることが確認できる。 

さらに、Ａ社は、昭和39年10月１日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっており、事業主も既に他界しているため当時の雇用実態が不明である

上、ほかに申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 810 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ事業所における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 40 年 12 月 19 日）及び資格取得日

（41 年４月 22 日）に係る記録を取り消し、申立期間の標準報酬月額を２万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年 12月 19日から 41年４月 22日まで 

私は、Ａ事業所に昭和 39年７月１日に入社して 42年２月 15日に退職す

るまで継続して勤務していた。私の年金記録をみると、40 年 12 月 19 日か

ら 41 年４月 22 日までの期間が抜けている。この間退職したことは無く、

厚生年金保険料が給与から引かれているはずであるから記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ｂ事業所に勤務していた父が、自分に経験を積ませるため、

その下請会社であるＡ事業所に昭和 39 年７月１日に入社させた。42 年２月

15 日にＢ事業所に入社するまで継続して勤務した。」と供述しているとこ

ろ、複数の元同僚が「申立人は父がＢ事業所に勤務していたので、Ａ社に入

社した。」と証言している。 

また、申立人は申立期間の前後にＡ事業所において厚生年金保険に加入し

ているところ、元事業主は、「申立人が当該事業所を途中退職や転勤したこ

とはなかった。」と証言している。 

さらに、社会保険事務所の保管する当該事業所に係る被保険者名簿を確認

したところ、当該事業所において、厚生年金保険の資格を一度喪失し、再び

資格を取得している者はほとんど存在しない。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し、申立期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和41年４月の社会保険事務

所の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は申立人に係る関係資料を保管しておらず、保険料

を納付していたか不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者資格

の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこ

れを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どお

りに資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年 12 月から 41 年３月までの保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 811 

 

第１ 委員会の結論 

      事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額に係る記録を 53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から６年８月 31日まで 

    社会保険庁の記録では、私の平成５年４月から６年７月までの標準報酬

月額が８万円となっているが、誤りであると思われるので、申立期間の標

準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成６年８月 31 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっているところ、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年９月 30

日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が５年４月から６年７月までの期間

について 53 万円から８万円に、さかのぼって訂正されていることが確認でき

るが、社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見

当たらない。 

また、申立人は、当該事業所の閉鎖事項全部証明書により申立期間当時取

締役であったことが確認できるが、元同僚二人は、「申立人はＢ職を担当し、

経理と社会保険の届出等に係る手続は経理部長である他の取締役が担当して

いた。」と証言していることから、申立人は標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正に関与

していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは

認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、53万円とすることが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 812 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成５年４月から６年

４月までは 53 万円、同年５月から同年 12 月までは 41 万円に訂正することが

必要である。 

また、上記期間のうち、平成６年５月から同年９月までの期間について、

その主張する標準報酬月額（53 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められることから、当該期間の標準報酬月額

に係る記録を、53万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る厚生年金保険料（上記訂正前の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から７年１月 31日まで 

私は、平成５年４月１日から７年１月 31 日までＡ社で厚生年金保険に

加入しており、その間の標準報酬月額が知らないうちに下げられていた。

社会保険事務所の記録には納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成７年１月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

ところ、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年２月２日付けで、申

立人の標準報酬月額の記録が５年４月から６年４月までの期間については 53

万円から 24 万円に、同年５月から同年 12 月までの期間については 41 万円

から 24 万円に、それぞれさかのぼって訂正されていることが確認できるが、

社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見当たら

ない。 

また、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、当該事業所が適用事業所

でなくなるまで取締役であったことが確認できるが、複数の元同僚が「申立

人はＢ職であり、社会保険事務を含めた経理及び会社経営には関わっていな

い。」と証言していることから、申立人は当該標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理

には関与していないと認められる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは

認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、平成５年４月から６年４月までは 53 万円、同

年 10月から同年 12月までは 41万円とすることが妥当である。 

一方、上記期間のうち平成６年５月１日から同年 10 月１日までの期間につ

いては、申立人が所持する給与台帳の写しの記載により、当該事業所は当月

控除であったと推認できるところ、同給与台帳及び源泉徴収票により、申立

人は、５年４月から６年９月までは標準報酬月額が 53 万円に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていることが認められる。 

なお、事業主が申立人の平成６年５月から同年９月までの期間に係る厚生

年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、当該期間に係る月

額変更届及び７年２月のさかのぼった標準報酬月額の訂正届のいずれの機会

においても、社会保険事務所が誤った標準報酬月額を記録するとは考え難い

ことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりに届出を行い、その結果、

社会保険事務所は、申立人の主張する標準報酬月額（53 万円）に見合う保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 813 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 35 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年 10月 31日から同年 11月１日まで 

私は、昭和 31 年３月 16 日から 35 年 10 月末日までＡ社Ｃ工場に勤務し、

同年 11 月１日から同社本社に転勤となった。ねんきん特別便により、同

社Ｃ工場の厚生年金保険被保険者資格喪失日が同年 10 月 31 日となってお

り、加入期間が１か月間空白となっているので、継続となるよう訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主が提出した退職金計算書及び雇用保険の加入記録から判断すると、

申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和35年11月１日に同社Ｃ工場から同社本

社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 35 年９月の社会保険事

務所の記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該事業所が保管する厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書に申

立人の資格喪失日について昭和 35 年 10 月 31 日と記載されていることから、

事業主は同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 814 

 

第１ 委員会の結論 

      事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額に係る記録を平成５年４月から同年９月までは 41 万円、同年 10 月か

ら６年７月までは 44万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から６年８月 31日まで 

    社会保険庁の記録では、私の平成５年４月から６年７月までの標準報酬

月額が８万円となっているが、誤りであると思われるので、申立期間の標

準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成６年８月 31 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっているところ、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年９月 30

日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が５年４月から同年９月までの期間

については 41 万円から８万円に、同年 10 月から６年７月までの期間につい

ては 44 万円から８万円に、それぞれさかのぼって訂正されていることが確認

できるが、社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由

は見当たらない。 

また、申立人は、当該事業所の閉鎖事項全部証明書により申立期間当時取

締役であったことが確認できるが、元同僚二人は、「申立人は工場長として

Ｂ（作業名）を担当し、経理と社会保険の届出等に係る手続は経理部長であ

る他の取締役が担当していた。」と証言していることから、申立人は標準報

酬月額の遡及
そきゅう

訂正に関与していないと認められる。 

   これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは

認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、平成５年４月から同年９月までは 41 万円、同

年 10月から６年７月までは 44万円とすることが妥当である。 



千葉国民年金 事案 1417 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年 12月から 55年３月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

 また、申立人の昭和 55 年４月から同年９月までの期間及び 60 年６月か

ら同年７月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年 12 月から 55 年３月まで 

             ② 昭和 55 年４月から同年９月まで 

             ③ 昭和 60 年６月から同年７月まで 

    私の年金記録のうち、申立期間①の国民年金保険料の還付金を受け取

った覚えが無く、申立期間②については、厚生年金保険に加入していた

ものの、口座振替で国民年金保険料を納付していたメモが有り、申立期

間③については、国民年金への加入手続後に自分で保険料を納付してい

たので、年金記録訂正のあっせんを求める。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、厚生年金保険の加入期間であり、社会保険事務

所が保管する申立人の特殊台帳に国民年金保険料を還付処理した事実が記

載されている上、保険料の還付が決定された昭和 55 年当時の社会保険事務

所の事務処理手続は、被保険者からの還付金の請求に基づき還付決定し、

還付金を支払うものとされていたことが認められることからすると、申立

人に対する保険料の還付も同じ手続に従って行われたものと推測され、ほ

かに申立人に対し保険料が還付されたことに疑いを入れる事情も見当たら

ない。 

   これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を還付されていないも

のと認めることはできない。 



   一方、申立期間②については、申立人は、申立人のメモから昭和 55 年度

の保険料を口座振替で納付したと主張しているが、そのメモを確認したと

ころ、昭和 55 年４月に 3,300 円及び同年９月に 9,900 円と記載されている

が、55 年度の保険料は１か月 3,770 円であり申立期間当時の保険料額と一

致していないので 55 年度の保険料が引き落とされたと考えるのは不自然

である。 

   申立期間③については、申立人が所持している国民年金手帳の資格欄に

申立期間より後の昭和 60 年８月１日に任意加入で再取得と記載されてい

るので、国民年金は未加入期間で保険料を納付できない期間である。 

   そして、申立期間②及び③の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、このほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間②及び③の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



千葉国民年金 事案 1418 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 38年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年 10 月まで 

    社会保険庁が管理する私の年金記録のうち、昭和 36 年４月から 38 年

10 月までの期間については、私が国民年金に加入手続し、国民年金保険

料を必ず納付していたので、未納とされていることには納得がいかない。    

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している国民年金手帳の資格記録によると、初めて国民年

金に加入した日は昭和 38 年 11 月１日と記載され、任意加入していること

から、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、国民年金保険料を納付

することができない期間である。 

   また、社会保険庁の記録でも、申立人の資格取得日は昭和 38 年 11 月１

日に任意加入と記録されており、別の国民年金手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、種々の調査の結果によっても、申立人の主張を裏付ける事情を

得ることができず、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1419 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年６月から 39年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月から 39 年３月まで 

    社会保険事務所の記録では、昭和 37 年６月から 39 年３月までの期間

の国民年金保険料が未納とされているが、37 年６月に両親が親戚に勧め

られて、Ａ出張所で私の国民年金の加入手続をしたのは間違いなく、そ

の後も両親が保険料をずっと納付してきたので、国民年金に加入してす

ぐに未納とされているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 39年 11月時点では、

申立期間のうち、37 年９月以前の期間は時効により国民年金保険料を納付

することができない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立人の両親が申立期間に係る加入手続及び保険料納

付を行ったと述べているが、その両親は既に亡くなっており、申立人自身

は保険料納付に関与していないため、国民年金の加入状況、保険料の納付

状況等は不明である。 

さらに、社会保険事務所が保管する申立人の特殊台帳の昭和 38 年度欄に、

保険料が未納であり、時効によって保険料を納付することができないこと

を意味する「時効消滅」の記載があり、申立人が申立期間について、保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1420 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年 10月までの国民年金保険料については、

重複して納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年 10 月まで 

申立期間の国民年金保険料は、独身時代に勤務をしていたＡ市のＢ事

業所の事業主が納付していたはずであるが、昭和 55 年６月 25 日に第３

回特例納付したので重複納付となっているはずであり、この期間の国民

年金保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市のＢ事業所の事業主が申立期間の国民年金保険料を納付

していたと主張しているが、当該事業主の所在が不明で事情を聴取できな

い上、申立人自身は、保険料の納付に関与していないため、国民年金の加

入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人の保険料を納付したとする当該事業主及びその妻の国民年

金の加入記録も確認できず、申立期間に係るＡ市Ｃ区役所での申立人の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿・

確定申告書等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を重複して納付していたも

のと認めることはできない。 



千葉国民年金 事案 1421 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44年７月から 48年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年７月から 48 年３月まで 

    昭和 44 年７月ごろ国民年金に加入し、国民年金保険料は、夫が夫の分

と私の分との二人分を一緒に納付していた。申立期間の 44 年７月から

48 年３月までについて保険料を納付してきたのに未納となっているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは前後の任意加入被保険者の資

格取得年月日から昭和 48 年５月と確認でき、その時点において申立期間の

のうち 46 年３月以前の国民年金保険料は時効により納付することができ

ない期間である上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる形跡が見当たらない。 

   また、申立人の代理人（夫）は「昭和 44 年７月ごろ私と申立人とで一緒

にＡ市役所で申立人の国民年金の加入手続を行った。」と主張しているが、

申立人が所持する国民年金手帳によれば、同手帳の発行時の住所はＢ市と

なっており、同手帳の発行年月日が 47 年４月１日と印刷されているものの

Ｂ市への住居移転の時期等を考慮すると、その発行はそれ以降の国民年金

手帳番号の払出し時点の 48 年５月ごろと考えられる上、国民年金被保険者

台帳及びＡ市が保管する国民年金被保険者名簿にも申立期間について国民

年金保険料を納付したことをうかがわせる記録が見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



千葉国民年金 事案 1422  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年１月から 47 年３月までの期間及び 51 年４月から 52

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 44 年１月から 47 年３月まで 

             ② 昭和 51 年４月から 52 年３月まで 

    私の亡き夫が、昭和 36 年４月ごろ、市役所で夫婦二人の国民年金加入

手続をし、申立期間①及び②の夫婦二人分の国民年金保険料を定期的に

集金に来ていた納税組合の集金人に一緒に納付していたのに申立期間①

及び②の保険料が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫が申立期間①及び②の夫婦二人分の国民年金保険

料を一緒に定期的に集金に来ていた納税組合の集金人に納付していたと主

張しているが、社会保険庁の特殊台帳において申立期間①直前の国民年金

保険料が夫婦ともに第３回特例納付実施時期である昭和 55 年６月に納付

されたことが確認できる上、一緒に保険料を納付していたとする申立人の

夫の納付記録でも申立期間①及び②の保険料が未納となっている。 

また、社会保険庁の特殊台帳とＡ市が保管する被保険者名簿の納付記録

が夫婦ともに未納となっており、記録は一致している。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料の納付に直接関

与しておらず、納付したとする申立人の夫は既に亡くなっており、当時の

保険料の納付状況等は不明である。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。



千葉国民年金 事案 1423   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年２月から 52年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年２月から 52 年６月まで 

    私は、昭和 46 年２月 24 日に婚姻届を出した際、Ａ市役所の職員から

国民年金保険料の未払い分をさかのぼって払えば、年金を満額受け取る

ことができると説明を受けて加入手続をした。保険料の納付は、月々銀

行引落しとなっており、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号に直近の任意加入被保険者の加入時期か

ら、申立人が国民年金への加入手続を行ったのは、昭和 52 年５月ごろと推

認でき、これ以前に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

また、申立人は、昭和 46 年２月に加入手続を行い、過去の未納分の国民

年金保険料を月々口座振替で納付していたと主張しているところ、同時期

は、第１回目の特例納付の実施期間中ではあるが、特例納付及び過年度納

付の保険料は、金融機関又は社会保険事務所の窓口で納付書により納付す

ることとなっており、制度上、口座振替はできない。 

さらに、申立人は、交付された年金手帳は、現在所持するオレンジ色調

の１冊だけであるとしているが、オレンジ色調の年金手帳は、昭和 49 年

10 月から発行されたものであり、46 年に加入手続を行っているとすれば、

別の色調の国民年金手帳が発行されるはずであることから、申立内容に不

自然さが認められる。 

加えて、申立人が加入手続を行った昭和 52 年５月時点で申立期間の大半

は時効により保険料を納付することができない上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。  



千葉国民年金 事案 1424  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 57 年９月から 58 年４月までの期間、61 年５月から 63 年

２月までの期間、63 年 10 月から平成元年１月までの期間、２年９月及び

５年１月から６年７月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年９月から 58 年４月まで 

         ② 昭和 61 年５月から 63 年２月まで 

         ③ 昭和 63 年 10 月から平成元年１月まで 

         ④ 平成２年９月 

         ⑤ 平成５年１月から６年７月まで 

私は、昭和 57 年８月にＡ（国名）へ留学するため勤務先を退職し、す

ぐにＢ市役所で国民年金の加入手続をした。留学中は保険料を納めてい

なかったが、61 年５月に帰国後、厚生年金保険に加入していない期間は

すべて国民年金に加入し、定期的に１万円から１万 3,000 円位の国民年

金保険料を納付していた。私の年金記録が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57 年８月に国民年金の加入手続を行ったと主張している

が、申立人に係る昭和 53 年３月から平成４年 12 月までの間における５回

の厚生年金保険加入期間が８年８月 23 日に記録追加されていること、及び

申立人の国民年金手帳記号番号の１番前の者（20 歳）が第３号被保険者資

格を同年８月 13 日に取得していることを考え合わせると、申立人が国民年

金への加入手続を行ったのは同年８月中旬と推認される上、申立期間に係

る国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧した結果、それ以前に別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人が加入手続を行った平成８年８月の時点では、申立期間の



うち６年７月を除く期間は時効により保険料を納付できない期間であるこ

とから、その直後の同年８月からの保険料の納付は、申立人が国民年金に

加入した後に過年度納付したものと推認できる。 

さらに、申立人が申立期間に係る保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



千葉国民年金 事案 1425  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年４月から 47年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 47年４月まで 

    昭和 42年ごろ、内職の友達と国民年金に加入した方が良いと話し合って、

私はＡ市役所のＢ支所に行き国民年金に加入し、窓口で手帳の交付を受けた。

国民年金保険料は、自分と夫で払っており、当時、市の交通災害保険と一緒

に払い込んだ記憶がある。42年から 47年ごろまで、私は家の中で内職をし

ており、42年４月から 47年４月までの保険料は支払ったはずであり、未加

入とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は昭和 42 年４月ごろ、国民年金の加入手続を行ったと主張している

が、当時の国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧した結果、申立人の名前は無く、

ほかに申立人の現在の手帳記号番号が払い出された 50 年 12 月 26 日以前に別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人は、Ａ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手続を行い、国民年金手

帳を受領したと主張しているが、同支所では当時、新規の国民年金加入手続及

び国民年金手帳の発行業務は実施していなかったことを確認済みである。 

さらに、申立人は、保険料の納付方法について、納付書に現金を添えて納付

したのではないかと説明しているが、Ａ市では昭和 47 年３月以前は印紙検認

方式を採っており、納付方法についての記憶があいまいである。 

加えて、申立期間の保険料の納付を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



千葉厚生年金 事案 815 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年８月１日から 19年 12月１日まで 

    私は、従兄の紹介で申立期間において、Ａ区ＢにあったＣ社に勤務してい

たはずであり、従兄の厚生年金保険の加入記録はあるのに、私の厚生年金保

険の加入記録が無いのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が同僚として挙げている４名が、社会保険事務所で保管するＣ社の健

康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同社において厚生年金保険に加入し

ていたことが認められるので、申立期間において申立人が当該事業所で勤務し

ていたことは推認できる。 

   しかしながら、申立人の勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料

の控除の状況について、当該事業所が昭和 21年４月 30日に厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっているため、これらを確認できる関連資料や証言を得る

ことはできず、同僚 17 名を調査して１名から聴取できたものの、有益な話は

無かった。 

   また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を確認したところ、申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険整理番号

の欠番も無い。 

   さらに、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は

無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 816 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年ごろから 33年ごろまで 

② 昭和 62年ごろから平成３年ごろまで 

私は、昭和31年ごろから33年ごろまでＡ社に、62年ごろから平成３年ごろ

までＢ社に勤務していたはずなので、この期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間①において勤めていたと主張するＡ社（類似名称の事業

所を含む。）は、社会保険庁の記録では、厚生年金保険の適用事業所として

確認できない上、「Ａ」が法人としての名称なのか単なる一店舗の名称なの

かも定かでなく、その所在を確認できない。 

また、申立人が申立期間②において勤めていたと主張するＢ社（平成11年

５月11日に厚生年金保険の適用事業所でなくなる。）の事業主は、申立人の

名前に記憶があると回答しているものの、その勤務形態及び雇用期間は不明

と供述している上、申立人には、健康保険組合及び雇用保険の加入記録も認

められない。 

さらに、社会保険事務所の記録では、Ｂ社で、昭和 61 年 11 月 21 日に資

格取得された整理記号番号 86 から平成４年２月 21 日に資格取得された 101

までに、欠番が無い。 

加えて、申立期間において、申立人が厚生年金保険料を控除されていたこ

とを示す給与明細等の資料も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 817 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について船員保険被保険者として、船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月 10日から 20年４月１日まで 

    私は、昭和 19年９月にＡ（地名）からＢ社のＣ（船舶名）に乗船し、同

年 10月にＤ（沖名）で同船が沈没したためＥ（国名）経由でＦ（地域名）

に帰り、その後、同社Ｇ支店に勤務していたので、19 年 10 月 10 日から

20年３月までの期間の船員保険が空白になっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   昭和 20年４月１日以前には、「適用船舶に乗り組むため雇用されている者

で、船内で使用されていないもの」（以下「予備船員」という。）については、

船員保険の適用が無かったところ、当該事業所の記録から、申立人が乗船し

ていたＣ（船舶名）が 19年 10月 10日に沈没し、その日以降、申立人が同船

舶で使用され得ないことが確認できる。 

   また、Ｂ社の人事就労記録でも、申立人が、昭和 19年９月７日にＣ（船舶

名）に乗船し、同年 10月 10日に「遭難」のため「下船」とされていること

から、申立期間は、申立人が予備船員となった日から予備船員に船員保険の

適用範囲が拡大された日までの期間と一致する。 

   さらに、Ｃ（船舶名）に乗船していた同僚も、昭和 19 年 10 月 10 日から

20年４月１日まで、船員保険の被保険者となっていない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が船員保険被保険者として、申立期間の船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 818 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年３月１日から同年９月 30日まで 

平成６年３月から同年８月までの標準報酬月額が８万円に下げられて

いるが、当時の給与は 65 万円くらいであり、社会保険事務所に報酬の引

下げに関する相談をしたことは無いので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成６年９月 30日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっているが 、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年 10 月 12

日付けで申立人の同社における厚生年金保険の標準報酬月額の記録が同年３

月から同年８月までの期間について 53 万円から８万円にさかのぼって訂正

されていることが確認できる。 

しかし、申立人は、当該事業所の登記簿謄本により、当該事業所の代表取

締役であり、清算人であったことが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険料の滞納は無く、社会保険事務所に相談したこ

とも無い。遡及
そきゅう

訂正の届出は社会保険事務所が勝手に行ったと思う。」と主張

しているが、社会保険事務所では、「標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理を行う場合、

必ず会社の代表者印が押印された届書を提出する必要がある。」と回答してお

り、代表取締役である申立人が関与していないとは認め難い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

代表取締役である申立人が自らの標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、

当該処理が有効なものでないと主張することは、信義則上許されず、申立人

の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められない。 



千葉厚生年金 事案819 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年４月１日から９年２月28日まで 

    私の平成２年４月１日から９年２月28日までの標準報酬月額が下がって

いるが、そのような手続を取ったことは無く、２年からの訂正はおかしいの

で元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成９年２月 28日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっているが、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年３月 31日付

けで申立人の同社における標準報酬月額の記録が、２年４月から６年 10月ま

での期間については 53万円から、同年 11月から７年２月までの期間につい

ては59万円から、同年３月から９年１月までの期間については20万円から、

それぞれ９万 8,000円にさかのぼって訂正されていることが確認できる。 

しかし、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、当該事業所の代

表取締役であったことが確認できる。 

    また、申立人は、「標準報酬月額の訂正の届出をしたことは無く、代表者印

は監査役に預けていた。」と主張しているが、当該監査役は「標準報酬月額の

訂正をしたことは無い。」、「会社の代表者印は申立人に返した。」と説明し

ている上、社会保険事務所では「標準報酬月額の遡及
そきゅう

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、代

表取締役である申立人が自ら標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当該処

理が有効なものでないと主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期

間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められない。 

訂正を行う場合、必ず会

社の代表者印が押印された届書を提出する必要がある。」と回答していること

から、代表取締役である申立人が当該標準報酬の訂正の届出に関与していなか

ったとは認め難い。 



千葉厚生年金 事案820 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年４月１日から11年１月12日まで 

    私の平成10年４月から同年12月までの標準報酬月額が、知らないうちに引

き下げられている。社会保険事務所へ標準報酬月額の訂正届を出した覚えは

無いので、引き下げられた標準報酬月額を正当なものに戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成 11年１月 12日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっているが、社会保険庁の電算記録により、その 13 日後の同年１月

25 日付けで、申立人の同社における厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、

10年４月から同年 12月までについて 59万円から９万 2,000円にさかのぼっ

て訂正されていることが確認できる。 

しかし、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、当該事業所の代

表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、社会保険料の滞納は無く、当該減額訂正に関与していない

と主張しているが、当該事業所の社会保険手続を行っていた社会保険労務士は、

「打ち合わせは、すべて申立人と行っていた。」と説明している上、社会保険

事務所では、「標準報酬月額の遡及訂正の届出を行う場合は、必ず会社の代表

者印の押印された届書が必要である。」と回答し、申立人は、代表者印は自分

が保管していたと認めていることを踏まえると、代表取締役である申立人が当

該標準報酬月額の訂正に関与していなかったとは認め難い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、代

表取締役である申立人が自らの標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当該

処理が有効なものでないと主張することは、信義則上許されず、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められない。 



千葉厚生年金 事案 821 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険第四種被保険者として厚生年

金保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年６月１日から 53年６月１日まで 

私は、Ａ社を退職後に厚生年金保険の任意継続をし、被保険者期間が 20

年となったときに、Ｂ社会保険事務所において、25年のほうが良いと言わ

れたので、５年分期間を延長し、当時のＣ銀行Ｄ支店で妻が毎月保険料を

納めていた。年金裁定時には、詳しい説明が無かったため確認できなかっ

たが、今回、記録を確認したら５年分が被保険者期間になっていないので、

調査・確認をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、第四種被保険者として厚生年金保険の被保険者期間が 20年とな

った後も、Ｂ社会保険事務所に勧められて５年間延長したと主張しているが、

厚生年金保険第四種被保険者は、厚生年金保険老齢年金の受給に必要な 20年

の加入期間を満たした段階で被保険者の資格を喪失することになっており、

申立人は、昭和 48年５月で年金の受給要件を満たしており、申立期間につい

ては、制度上、厚生年金保険第四種被保険者となることができない。 

また、社会保険事務所が保管する申立人の厚生年金保険第四種被保険者原

票には、「期間満了昭和 48 年６月１日」と記載され、オンライン記録とも合

致しており、社会保険庁の記録に不自然な点は見当たらない。 

さらに、申立人は、その妻が金融機関で毎月保険料を納付していたと主張

しているが、納付していたとする妻から聴取しても申立期間に係る保険料納

付の実態が不明である。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険第四種被保険者として申立期間の厚生年金保険料を納付

していたものと認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 822 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年３月１日から６年２月14日まで 

私は、社会保険事務所の職員が自宅に来たときに平成５年３月１日から

６年２月14日までの標準報酬月額の記録が訂正されていることを知ったが、

標準報酬月額の訂正をしたことは無いので、標準報酬月額の記録を元に戻し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成６年２月 14日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっているが、社会保険庁の電算記録により、その８か月後の同年 10 月

31 日付けで申立人の同事業所における標準報酬月額の記録が５年３月から

６年１月までについて 32万円から 15万円にさかのぼって訂正されているこ

とが確認できる。 

しかし、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、当該事業所の代

表取締役であったことが確認できる。 

    また、申立人は、当該減額訂正に関与していないと主張しているが、社会保

険事務所への届出に必要となる同社の代表者印については、「適用事業所でな

くなった時点以降は自分が所持していた。」と説明している上、社会保険事務

所では、「標準報酬月額の遡及
そきゅう

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、代

表取締役である申立人が自らの標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当該

処理が有効なものでないと主張することは、信義則上許されず、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められない。 

訂正を行う場合、必ず会社の代表者印が押印さ

れた届書を提出する必要がある。」と回答していることから、代表取締役であ

る申立人が当該標準報酬の訂正に関与していなかったとは認め難い。 



千葉厚生年金 事案 823 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年１月から同年 12月まで 

② 平成４年１月から５年４月まで 

私は、平成３年１月からＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、同年12月に退社

した。また、４年１月からＣ社に入社し、５年５月に退社した。この二つの

期間が、厚生年金保険被保険者期間と認められないとＤ社会保険事務所より

回答を受けた。申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が記憶していた上司の名前等から、申立人

がＡ社Ｅ支店に勤務していたことは推認できる。 

また、申立期間②については、事業主が申立人の在籍を認めていることか

ら、Ｃ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人は平成３年１月17日に裁定された年金受給者であったが、

仮に、厚生年金保険の被保険者であったとするならば、申立人は当時、65歳

未満の被保険者であったことから、その年金額が一部または全額につき、支

給停止となるところ、申立期間の年金額は満額にて支給されており、申立人

が、申立期間に厚生年金保険の被保険者であったとは考え難い。 

また、申立てに係る両事業所に照会を行ったが、「当時の関連資料は処分

しており不明である。」との回答であった。 

このほか、申立期間において、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料等は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 824 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 30年１月ごろから 31年５月ごろまで 

私は、昭和 30 年１月ごろから 31 年５月ごろまでの間、Ａ事業所に勤務

し、厚生年金保険被保険者になっていると考えていたが、この期間が厚生年

金保険被保険者となっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の実兄の証言から、申立人がＡ事業所に勤務していたことは推認で

きる。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ事業所は厚生年金保険の適用事業

所となっていない。 

また、申立人が名前を挙げた二人の同僚の所在を確認することができない

こと、及び事業主は既に死亡していることから、申立人の勤務実態等に関す

る証言を得ることはできない。 

さらに、Ａ事業所に勤務していた申立人の実兄は、「申立期間当時、Ｂ（業

種名）の事業所で社会保険に加入している事業所はまれであったと思う。」と

述べている上に、実兄の厚生年金保険の加入記録に、同社の記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 825 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において、厚生年金保険の被保険者であったと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23年８月 20日から 24年３月 20日まで 

    私は、Ａ事業所に昭和 23年８月 20日から 24年３月 20日まで勤務してい

た時、厚生年金保険に加入していたはずなので、当該期間について厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＡ事業所の身分証明書（昭和 23 年８月 20 日発行）から、

申立人が申立期間において当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ事業所は申立期間当時、Ｂ渉外労務管理事務所が所管する駐留軍

施設であり、駐留軍施設従業員については、当初厚生年金保険の適用から除外

されていたが、昭和 23年７月の厚生年金保険法一部改正（23年法律第 127号）

により、「国の事業所」に使用される者として厚生年金保険の適用を受けるこ

とになったため、Ｂ渉外労務管理事務所も 24 年４月１日から厚生年金保険の

適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではない。 

また、現在、駐留軍労働者の記録を保管しているＣ防衛事務所は、申立人に

係る申立期間当時の記録は無いと説明しており、勤務実態は不明である。 

さらに、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険の被保険者であったと認めることはで

きない。 



千葉厚生年金 事案 826 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 12月１日から７年６月 30日まで 

社会保険事務所で被保険者記録を調査したところ、Ａ社に勤務していた

平成５年12月１日から７年６月30日までの標準報酬月額が著しく低い額と

なっていることがわかった。正しい標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成７年６月 30日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

が、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年７月３日付けで申立人の厚

生年金保険の標準報酬月額の記録が５年12月から６年10月までの期間につい

ては 53万円から 20万円に、同年 11月から７年５月までの期間については 59

万円から 20万円にさかのぼって訂正されていることが確認できる。 

しかし、当該事業所の登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、Ａ社

の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、当該減額訂正には関与していないと主張しているが、「平

成７年６月ごろ、社会保険事務所の職員と滞納していた厚生年金保険料につい

て相談した結果、やむを得ず社会保険をやめることにし、全喪届に代表者印を

押したと思う。」と説明しているところ、事業所が厚生年金保険の適用事業所

でなくなる旨の処理と当該減額訂正処理が同一日の７年７月３日付けで行わ

れていることを考え併せると、当該減額訂正処理に代表取締役である申立人が

関与していなかったとは認め難い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

代表取締役である申立人が自らの標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当

該処理が有効なものでないと主張することは、信義則上許されず、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められない。 



千葉厚生年金 事案 827 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年１月から 29年４月 30日までの期間のうち

の２年間 

昭和25年１月から29年４月30日までの期間のうちの２年間、Ａ氏の所有す

る漁船に甲板長として乗船し、Ｂ（船舶名）でＣ（魚名）とＤ（魚名）漁を

行った後、Ｅ（船舶名）でＦ（魚名）漁を行っていたが、船員保険の記録が

無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の証言により、申立人がＡ氏の所有するＢ（船舶名）に乗船していた

ことは推認できるものの、社会保険事務所が保管するＢ（船舶名）及びＥ（船

舶名）の船員保険被保険者名簿を縦覧した結果、被保険者証記号番号は連番で

欠番は無く、申立人の氏名は無い。 

また、上述の元同僚は、昭和24年ごろから25年ごろまでの約１年間、Ｂ（船

舶名）に乗船していたと説明しているが、この元同僚も当該期間の船員保険の

記録が無く、事業主が、雇用した者全員を船員保険に加入させていたわけでは

ないことがうかがえる。 

さらに、事業主（Ａ氏）の息子は、「事業主は既に他界し、漁船の経営も廃

業しており、当時の関係資料は無く、当時の雇用実態は不明である。」と回答

している上、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 828 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月１日から同年７月１日まで 

私は、昭和41年３月に大学を卒業後、同年４月にＡ区のＢ社に入社し、Ｃ

部に配属され、仕事をしていた。 

就職する際に各種保険があることを確認した上で就職しているので、資格

取得日が昭和41年７月１日であることは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の証言及び申立てに係る事業所の回答から、申立人が申立期

間において、Ｂ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管する当該事業所の被保険者原票には、申立

人の資格取得日について昭和41年７月１日と記載があり、申立期間において

健康保険の整理番号に欠番は無い。 

また、事業主の息子及び複数の元同僚は、「当該事業所は、当時、採用し

た従業員を３か月間は準社員として扱い、厚生年金保険や雇用保険に加入さ

せていなかった。」と説明している上、元同僚のうちの１名は、「入社時か

ら３か月の試用期間は厚生年金保険に加入していないことは周知されてい

た。」と説明している。 

さらに、申立人と同時期入社した元同僚は「同時期に入社した者は10名く

らいであった。」と説明しているところ、社会保険事務所の保管する被保険

者原票により、申立人と同じく昭和41年７月１日に被保険者資格を取得した

者がほかに10名いることが確認できる。 

加えて、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認できる関

連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 829 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年３月から同年 12月まで 

私は、昭和 30年３月からＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、主に事務でと

きどき営業にも携わった。同社でほかの者が厚生年金保険に加入していれ

ば、当然私も厚生年金保険に加入しているはずであり、調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の証言により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿には、申立期間において健康保険整理番号に欠番は無く、申立人

の名前は無い。 

また、申立人が名前を挙げた元同僚 12人のうち３人は、当該事業所におけ

る厚生年金保険の加入記録が無い上、別の元同僚は、「当時の専務に、厚生年

金保険に加入させたのは入社後１年ぐらいしてからであると言われた。」と説

明しているところ、その者の記憶する入社時期（昭和 29年か 30年）と厚生

年金保険の被保険者資格取得日（31年５月１日）が約１年以上異なっている

ことが確認でき、さらに別の元同僚も、その者の記憶する入社時期（30年３

月）と資格取得日（32年６月５日）が２年３か月異なっていることから、当

時、当該事業所では、入社してから一定期間経過後に従業員を厚生年金保険

に加入させていたことがうかがえる。 

さらに、当該事業所の後継会社であるＢ社は、Ａ社当時の資料はすべて廃

棄し、当時の状況は不明であるとしており、ほかに申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案830 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年11月１日から６年３月31日まで 

    私の申立期間における標準報酬月額が、実際の給与より少ない標準報酬月

額に変更されているので元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成６年３月 31日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっているが、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年４月７日付

けで申立人の当該事業所における標準報酬月額の記録が、４年４月から６年

２月までの期間について 50 万円から８万円にさかのぼって訂正されている

ことが確認できる。 

   しかし、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、当該事業所の共

同代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、社会保険関係の事務に関与していないと主張しているが、

もう一人の共同代表取締役は、申立人が社会保険事務の担当者であったと主

張する人物について、当該事務を担当していなかったと説明していることか

ら、申立人の主張には不自然さが認められる。 

さらに、申立人は、申立期間において社会保険料の滞納があったことを承

知している上、社会保険事務所では「標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理を行う場

合、必ず会社の代表者印が押された届書を提出する必要がある。」と回答して

いることから、共同代表取締役である申立人が当該標準報酬の訂正の届出に

関与していなかったとは認め難い。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、Ａ社

の共同代表取締役である申立人が、自らの標準報酬月額の訂正処理に関与しな

がら、当該処理が有効なものでないと主張することは、信義則上許されず、申

立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められない。 


